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Ⅰ．問題の認識 
　大戦後のパクス・アメリカーナの下で維持されてきた世界秩序において、覇権国家の行政の長た
るアメリカ大統領は国際社会に大きな影響を与え続けてきた。また、世界のリーダーとして一定
の方向性を堅持し、同盟国・友好国を牽引してきた主役として位置づけられるのがアメリカ大統領
である。そして、2018年４月14日、化学兵器使用への報復的措置としてシリアに対する空爆が行
われたが、それもまたアメリカ大統領のイニシアティヴによるものである。背景に米ロのパワーバ
ランスの微妙な事情が存するものの、トランプ大統領の言動と政策の迷走により国際社会が翻弄さ
れているという強い印象を抱かざるを得ない状況にあることは否定できない。一体世界を翻弄する
リーダーが何故最強のリーダーの冠を抱くことができるのか、アメリカ大統領の権力の淵源につい
ては、正当性とは別次元の理解が必要とされるようにも思われる。 そして2018年６月12日、米朝
首脳会談が行われるという国際社会における歴史的イベントは、結果の如何は別にしてアメリカ大
統領の強大な力を裏付ける象徴的な出来事として認識せざるを得ない。
　外交関係において国家間の利害得喪はともすると正当性を超越した次元で優先し、それゆえに国
際政治の舞台は伏魔殿であるともいえる。それゆえその舞台の主役としてのアメリカ大統領の位置
づけは、表面的なアメリカの覇権とは異なる極めて多くの不確定要素に由来しているともいえよ
う。また米朝首脳会談はそれをより鮮烈に象徴するものといえるのではなかろうか。内政において
行き詰った国家のリーダーが外交という自らの権限をより有利に行使し得る場において、一気に窮
地からの挽回を図り自らに対する評価を回復しあわよくばさらなる評価を得ようとするパフォーマ
ンスは、国内における政治過程や統治システムという障害を回避し、最大の効果をあげることがで
きる。過去の大統領がなし得なかった偉業をいともたやすく成功させることは、国内にとどまらず
世界に対しても自らの力を誇示することができる絶好の機会をプロデュースすることができること
は言うまでもない。しかも、それはこれまでにない型破り、予想外の結果を出してきたトランプ大
統領にとっては、国益さえも自らの利益に変えてしまうまさにトランプマジックに他ならない。
　重要なことは、外交が効果的な政治ショーとなるもその成果が結果として国益に帰することに
伴って生じるかもしれない懸念についてである。つまり、外交政策の成果として政治レベルで評価
されることと、それによって国内において有利な立場を築き自らの権限を半ば強引に行使すること
により権力分立という統治システムにおける法秩序へ負の影響を与えるのではないかという、政治
と法秩序それぞれのディメンジョンの間に生じるアンバランスに関する懸念で、アメリカ憲法制定
作業以来度々問題とされてきた課題でもある1。
 1 フェデラリストによって主張された「大きな政府」による権限の行使において一体政府の力がどの程度権力分立
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　行政の肥大に伴う国家のリーダーの権限行のオーバーランが大暴走にまで発展しかねないと認識
される事態に対して、法システムはどう機能すべきかは極めて困難な問題といわざるを得ない。原
理・原則が建前にとどまりそのレゾンデートル自体を見失いがちな今日、その原理・原則にたちか
えって権力分立を考え、そのもとで国民の利益、国益がどのように担保されるべきなのかについて
十分な関心を向けることが強く求められているのが昨今の、特に日米の政治事情であろう。
　ただ、本稿においては政治的分析が目的ではない。法の原理・原則は普遍性を追及する歴史経験
の積み重ねの継続のもとで試行錯誤の実践を伴いつつ確立されてきた成果である。絶対的普遍妥当
性を有するとは言えないが、国家の運営においてそれに対する最大の敬意を払い配慮がなされなけ
ればならないのは立憲主義国家における大前提である。しかし政権の政策実現を最優先するための
政治的思惑から自己都合の適時的政権側の対応により、その大前提が無視されるという状況が散見
されるようになってきているように思われる。
　本来の趣旨から乖離する制度運営やその設計にまで至らんとし、それが権力分立という統治シス
テムにおいて行政部門の独壇場と化した状況が存する。そして、憲法により担保された国民の意思
の反映のプロセスを無視し、社会契約の趣旨にも反する行政府の独走は、権力分立における統治秩
序に対する重大な負の影響を顕在化している。この無視できない危機的状況を強く認識し、本来の
権力分立システムにおいてそれをいかに軌道修正することができるのか、法制度の側面からその問
題にアクセスすることが本稿の目的である。
　ただ極めて大きなテーマであり、先行研究の積み重ねに学ぶことが多く、そこにオリジナリティ
を見出すこと自体困難な作業であることは否定できない。その意味で先行研究を踏まえたうえで、
問題へのアクセスの方向性を模索しつつ鳥瞰的視点に基づく立体的分析が必要とされる。憲法原
理・原則を実践し得る権力分立制について鳥瞰的視点でアクセスするうえで、特に民主的プロセス
と一線を画する存在として認識される司法府は、建前として行政府と立法府との間の宿命的な駆け
引き・綱引きや各々個別の行為を中立的に判断する位置にあるという理解は、上記作業において示
唆的であると考える。建前としての裁判所の役割と実際を概観すること自体もまた権力分立制のジ
レンマを象徴するものであるということもできるであろう。いずれにせよ、行政に対する裁判所の
判断は権力分立制において三権の一つとして本来いかなるミッションを持ち、いかなる軌跡をたど
り今日的状況において変容を遂げているのか、そしてそれはさらにいかなる軌道修正が必要とされ
るのかを考えることが、権力分立制の本質に迫るうえで困難ながらも欠くことのできない作業であ
ると思われる。
　本稿は、かような視点を軸に、特に権力分立システムにおいてより三権が明確に認識されるアメ
リカの三権分立制の下で、現在様々な問題が提起される大統領の権限行使について、裁判所がいか
なる判断をなし、システムにおける安全装置たり得るかという関心の下で、連邦裁判所の行政に対
する判断の実際を理解するための序章的考察を行うことをその目的とする。特に、トランプ大統領
が自らの裁量に基づく政策実現のために罷免権と任免権を大胆に行使して世界的にも注目されてい
に影響を与えるのかについては、憲法制定時の対イギリスに対する向き合い方や連邦と邦との力関係についての
関心が優先していたという事情が存したことはよく知られている。それゆえ今日のような懸念が極めて具体的で
あったわけではない。それが将来における憂慮としてとらえられることはあっても、まさに政治的な妥協点を見
出しつつ制度を立ち上げなければならなかった当時の事情が存していたという背景の下で理解されなければなら
ない。
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るという状況に鑑み、過去のアメリカ連邦最高裁の大統領の罷免権に関する判例についてのスタン
スを概観・整理することにより、そこから何らかの示唆を見出すための作業を行うことがそのより
具体的な射程となる。
 
Ⅱ．三権における行政府の長としての大統領の権限と責任 
１．行政の長と現在の大統領のイメージ
　行政の肥大化は、今日における規制国家による公共の福祉の実現という意味で、自由権を基軸と
した民主主義社会の発展の流れにおいて社会的要請に応じた軌道修正が試みられてきた中での、制
度構築過程に見られるひとつの現象としてとらえることができよう。民主主義社会において、憲法
上担保される権限の行使について、統治システムによってある程度の差はあるものの、国家のリー
ダーとしてその国のありように大きな影響を及ぼすことのできる地位にある行政の長にそれが委ね
られ、それに基づいて行政システムが機能しているといってもよい。
　ところで、国のその時々のありようを直接的に決める舵取り役として何らかの形で国民の信託
を得て自らの裁量で国の内外における政策を推し進めるのが、行政の長としての役割であるが、
その成果やそれに至る様々な段階における国の行為が、一体その国の公共の福祉、国益にどの程
度有益であり支持されるかの判断については、直接的には民主的プロセスにおいて、すなわち政
治過程においてなされることが原則であろう。この場合、行政の長の去就にダイレクトにかかわ
るのが普通である。問題はどの程度直接的に民意が行政の長の裁量をコントロールできるかであ
る。というのも、いわゆる議会との関係において国の行政の長が自らの政策実現をより容易に進
められるよう立法作用にどの程度の影響力を及ぼし得るか次第でまさにその政治生命が大きく左
右されるからである。
　行政のリーダーとしてその力をアピールするために自ら示した政策を実現すべくいかなる方法に
よるべきかを自らを取り巻く状況から判断し、決定し、実行するという一連の作業が、まさに裁
量権、執行権の行使2ということになろう。日本においては、議院内閣制のもとで国会において強
行採決によって法案を通過させるという荒業が通用し、衆議院の解散権を内閣総理大臣が掌握する
ことで、自らの政策実現を推し進めることができる。しかしその一連の行為に対して民主的批判が
十分に反映される政治状況になっていないという実情が存する。ただ結果として国民が行政のリー
ダーを信任したことになる。
　これに対してアメリカ大統領の最近の様子を見ると、オバマ大統領は議会との直接衝突を回避す
る懐柔的手法で２期８年の任期を全うしたのに対して、トランプ大統領は就任以来パフォーマンス
重視のスタンドプレイで、伝統的な大統領のイメージだけでなく議会との関係におけるこれまでの
政党中心の力学的勢力バランスをも逸脱し、極めて異質で多くの批判の対象になっていることはよ
く知られるところである。ただいくら型破りといっても自分に対して明確に評価が下るであろう
中間選挙を強く意識し、国内の批判に対して外交における成果でそれを乗り切ろうとしている様子
は、特に歴史的な出来事として世界的に注目された米朝首脳会談に象徴される。様々な期待を裏切
りいわゆる政治ショーであるとしてその評価は決して高くはなかった。
 2 拙稿「行政権限の行使に関する序章的考察−アメリカ大統領の執政権行使の問題を中心としたアプローチ−」専
修大学緑鳳学会紀要『専修総合科学研究』第25号58頁以下（2017.10）。
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　ただし、米朝首脳会談が実現したという事実を目の当たりにしたとき、国内の不評に対する常套
的手段としての外交ではあるが、またトランプ大統領の人的評価は別にして、歴史的イベントを成
立せしめた大統領としてのリーダーシップについては無視することはできない。大統領の権限をフ
ルに行使した成果であることは否定できない。重要なのは権限なければ実現なしという極めてシン
プルな理解の下で大統領の権限をとらえることである。
　連邦憲法第２条第１節第１項3によって包括的な執行権を与えられていることによって大統領一
人に権限が集中するという構造下で、大統領の裁量権と執行権の行使は極めて大きな力として認識
される。成果は時として絶大でありまた脅威でもある。それが大統領を形容する表現であるとも
いえよう。連邦憲法が広範な権限を大統領に付与しているからといっても、今日の立憲民主制の下
では当然に限界が存する。問題はそれをどう制限するかである。行政の長が国家のリーダーとして
国益、国民の利益の体現者として位置づけられる以上、その権限行使に対する適切な民主的コント
ロールがなされなければならない。
２．大統領の権限行使
　そもそも、合衆国憲法第2条1節1項ではexecutive powerと記載されており、厳密に訳せば、執
政権ということになり、これは日本国憲法の英訳においても同様であることは周知のことである。
何故executive power＝行政権と訳され、そのような理解が一般的であるとされるかということに
ついての検討は別にして、アメリカの場合に限って考えれば、国家元首という地位に由来する表現
として、伝統的な君主主権国家の元首が有していた権限をイメージすると、確かに執政という表現
が全く今日の立憲民主主義の国家統治にそぐわないものになっていると素直にとることができよ
う。一体、アメリカ建国に際してフェデラリストが大統領をどのように位置づけようとしてきたか
については、議会の暴走を抑止する安全装置として機能させようとしていたことがマディソンの論
考4からもうかがえる。国王大権の下でその輔弼機関によって国王の意思を実現すべく執行された
もろもろの国家作用を執政のイメージとするならば当然今日のそれとは大きな隔たりがあることは
当然であるが、現実問題として、国家元首たる大統領が今日における統治システムの在り方を誤解
し、自らの権限の行使を極めて恣意的な裁量に基づいて決定・実行するという振る舞いは、時代錯
誤の謗りを免れない。
　アメリカにおいては、大統領の権限を執政権と理解することについて、単純に言語表現上ダイレ
クトに訳をあてれば済むという程度ではないにしろ、もともと議会優位の三権分立制度において、
行政とは立法に基づいて法を執行することであり、その担い手である行政組織は議会の行政統制下
にあって、監視・監督されている。それゆえ、かような制度設計の下、いわゆる行政府は大統領を
頂点としているが、実際の法の執行は各省庁が担うのに対して、大統領はそれらに対してリーダー
シップをとるにすぎず原則的に直接的な執行にはかかわらない。むしろ直接的には、政策実現をに
らんだ対議会権限−拒否権と教書権−の行使の方が影響力を及ぼしやすい5。
 3 Ｕ.S. Const. art.Ⅱ§1 cl.1.
 4 A・ハミルトン=J・ジェイ=J・マディソン、齋藤眞=武則忠見訳『ザ・フェデラリスト』−第48篇立法部によ
る権力侵害の危険性～第51篇抑制均衡の理論−241頁～ 257頁、福村出版(1993年)参照。
 5 大統領の権限行使については伝統的な理解に加え更なる手法により議会に対して影響を及ぼす新たな「現代的大
統領制」についての論究がなされている。梅川健著『大統領が変アメリカの三権分立制—署名時声明をめぐる議
会との攻防』東京大学出版会（2015）。
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　アメリカの三権分立制においては、国家元首としての大統領の地位を承認しつつ、統治システム
において抑制と均衡のバランスを担保する機能を持たせたことで、結局大統領といえどもその権限
には常に限界が存しているという建国当時からの大原則はいまだに維持されている。ある意味かよ
うな歴史的伝統に裏付けられた三権分立制は、これまでさまざまな大統領の交代とそれによる政
策の転換を受容しながらも、今日のアメリカ国家の地位を保ってきたという確信があるゆえに、前
代未聞の大統領の誕生とその振る舞いに対しても、結局は建国以来の経験的裏付けの下での制度設
計に基づいた統治システムにおける手続によって毅然とした対応が粛々となされ、国家的混乱にい
たっていないと考えることもできよう。
　ところで、アメリカにとどまらず日本においても、そもそも行政国家という現代社会の要請にこ
たえる政府運営によって肥大化した行政権の行使の在りかたは、行政における法執行というカテゴ
リーではおさまらないさまざまな政策の実行とそのリーダーシップを握る行政の長たる大統領や総
理大臣の権限の行使の問題として具体化してきていることは明らかである。いわゆる“執政”とい
うカテゴリーにおいて検討されるべき問題で、それゆえ改めて執政というキーワードが現代の行政
を考えるうえで極めて重要になってくる。
　執政は時として民主的リーダーシップとは乖離した独裁のイメージを想起させることもある。今
日における行政の長のリーダーシップは、理屈の上では民主的プロセスによって理性的にコント
ロールされるはずだが、様々な仕組みや仕掛けを駆使してリーダーがリーダーでありかつその力を
最大化あるいは効率化する試みが政権によってなされることは少なくない。それが行政の執行の過
程でなされることについて、自らの支持率を高め政権を安定させるために必要なことではあるが、
だからといって法的に適正であるということもできない。
　その観点からアメリカ大統領の権限行使については大きく３つに分類されるとされる6。①“命
令”する権限、②“説得”する権限、③“先延ばしあるいは着手しない”権限である。
①“命令”する権限は、権限の行使において最もスタンダードでダイレクトにイメージできるも
のであるが、いわゆる意思決定とその実現をストレートに結びつけるもので、その実現の絶対性
を担保する必要のある案件について行使される。ただしその絶対性が正当性と一致するわけではな
い。またそれは一方的なものであってはならない。それゆえいわゆる行政手続法(Administrative 
Procedure Act)に基づいてその命令によって不利益を受ける者は誰でも司法審査を受けることが
できる。また裁判所は憲法上あるいは制定法上の要件に違反する妥当性を欠く行為について、適切
な手続に由来した権限の行使ではなく、いわゆる“恣意的(arbitrary)”あるいは正当な根拠を欠
いた“思いつき(capricious)”に過ぎないと判断することができるとされる7。
　②“説得”する権限については、大統領がこの類の名目の権限を行使することについて、“言い
くるめ(cajoler)”だとする批判的見方8もある。しかしこれについてリチャード・ノースタット
(Richard E. Neustadt)は、現実的なインパクトの問題として、“説得”は大統領にとって重要事項
 6 See Cary Coglianese & Christopher S. Yoo, The Bounds of Executive Discretion in the Regulatory State, 164-7 
Univ. of Penn. L. Rev. 1587 at 1592(2016).　
 7 See id at 1593.
 8 “cajoler”という言葉は、大統領の任免権限について連邦最高裁において争われたケースにおける反対意見で、
大統領が“cajoler-in-chief”の地位にあるという直接的に大統領を貶めるような表現が用いられたことに由来す
る。See Free Enterprise Fund v. Public Co. Accounting Oversight Board, 561 U.S. 477, at 501-02 (2010).
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に属し、目的の最大化を実現するうえでの現実的権限として位置づけられるものであるとしている9。
また、ジョン・キングドン(John W. Kingdon)は、大統領が単独でアジェンダを設定することがで
きるが、その対象は行政部門にとどまらず、議会や政府外にも及ぶものであることを前提として、
“説得”の意義について言及している10。
  この“説得”は、特に権力分立という制度の中での大統領の権限行使において、極めて現実的か
つ実践的なものとして位置づけられることは容易に理解されるが、それゆえその柔軟さから、“命
令”する権限のように何らかの意義のある方法によって法的縛りを加えることが困難なものである
という指摘もなされている11。
  ③“先延ばしあるいは着手しない”権限については以下のような説明がなされる。裁判所、特に
連邦最高裁が“裁量”で移送令状(writ of certiorari)や人身保護令状(writ of habeas corpus)を発
付して、事件を自ら審査するということはよく知られている12が、検察官が自らの訴訟上の合理
的な成果を担保する手段として、告訴を延期したりいかなる容疑で告訴するか等について“裁量”
権を行使したりすることもよくあるとされる13。その権限の行使が最良の結果を導くという確信の
下で戦略的に位置づけられていることは容易に理解できる。同様に、法の執行と並んで政策上の成
果を達成する手段14としてこの権限が最後の切り札として多用されるという指摘がなされている15。
特にオバマ政権においては、対議会、対裁判所、対国民という３重苦を回避する戦術としてこの権
限が多用された16。これは特に、政策に対する国民感情をできる限り和らげる効果があったり、事
後的な抑制としての裁判所の政策に対する不利な判断を回避する効果があったりするという意味
で、政策実現に不利な環境にあったオバマ政権にとっては極めて重要な役割を果たすものであった
とされる17。
　この権限の行使は、積極的な政策実現というよりも、自らが置かれた政権運営における環境に
合わせて、他の意思決定主体すなわち議会、裁判所、国民との間での交渉の切り札(bargaining 
chip)としてソフトランディングを目論むという意味で、より法的縛りになじまない特徴を有して
いる18。それはまた、表現を変えれば“意図的に”妥協点を前提とした本来の政策実現とは異なる
政策の部分的実現、厳密には政策変更をも意味することにもなりかねない。表面的に政策実現に着
手し一定の成果を得たと見せかける手法であるということもできよう。その意味でまさに政治的で
ある。オバマ大統領の移民政策は、まさに本来執行すべき法的措置を一定の条件の下で行わないと
宣言するものであったが、その時点でこの権限を行使したものと解されるとされる19。
　ところで、この権限については、大統領が先延ばしにするとか着手しないとかいう判断をすれ
 9 See Richard E. Neustadt, Presidental Power and The Modern President at 30 (Free Press 1991).
10 See John W. Kingdon, Agendas, Alternatives, and Public Policies at 23 (2011). Also see Cary Coglianese & 
Daniel E. Walters, Agenda-Setting in Regulatory State: Theory and Evidence, 68 Admin, L. Rev. 93 (2016).
11 See Cary & Christopher supra note 6 at 1593.   
12 See e.g. H.W.Perry,Jr., Deciding to Decide: Agenda Setting in the United States Supreme Court at 236 (1991).
13 See id at 1594.
14 See Perry, supra note 58.
15 See Cary & Christopher supra note 6 at 1594.
16 See id.
17 See id at 1595.
18 See id at 1594.
19 See id.
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ば、法の執行をしなくてもよいというものではない。法の執行について是か非かを決定する方法自
体明確であるとは言えないとされる20。しかも、議会が制定法によって権限の行使に制限を加える
ことは三権分立制の下で技術的に可能であり、大統領とねじれ関係にあるのであれば当然正攻法と
してかような手段をとることは容易に想像できる21。それゆえ、権限の行使に関しては、その前提
として、制定法が権限行使に絶対的な“裁量”権を与えていない限り、権力相互のバランスを慎重
に判断する必要があり、望んだ成果を容易に得ることができる権限行使は難しいとされる22。
３．権力分立の実態的把握と大統領権限
　三権をリジットに分立させ権力の均衡を実現しようとすることは理想ではあっても実際的である
といえるかという問いに対しては、権力分立に関する議論を「厳格な権力分立観」と「柔軟な権力
分立観」という２つの側面からアプローチし、三権をあらゆる具体的状況においても一貫性を失わ
ないように画然と定義することは理論的にも現実的にも困難であるという基本的理解を前提とする
考え方23が示されている。ある意味、実務的には大統領制よりも議院内閣制のほうが柔軟な統治機
能を果たし得るという印象は否定し得ないかもしれない。しかし、その場合にも三権の間にいかな
る線引きをするかという問題は残り、行政と立法における政治的連携に対する司法の機能不全とい
う現実的課題をクリアできないままできているという事実も存している。そしてこれは一見すると
二項対立の様相を呈しているが、内実はその二項に対立関係というよりも優劣関係が見出され得る
という点で大きなフラストレーションが存している。
　これに対して、厳格な権力分立においては三権のいずれもが独立権限を行使し得る客観的環境が
存し得る。各権力が謙譲の精神にのっとり他の権力を尊重しつつ自ら与えられた憲法上の役割を遂
行する環境は、上の場合と比較すると理屈の上ではある程度担保されていると思われる。ただ、三
権のそれぞれに対立軸が存在するがゆえに複雑で厳密さが機能不全につながりかねず、まさに三竦
み状態に陥る危険をはらんでいることも否定できない。しかし、とりあえず行政と司法という対立
軸で考えた場合、少なくとも上のケースよりは相互の役割と力関係のバランスについてクリアな考
察が可能なのではないかという予測の存する余地が見出し得るのではないかという期待を持つこと
ができるように思われる。大統領の権限が連邦憲法上広範に認められているとしても、それが絶対
的なものではなくあくまでも他の二権とのバランスを前提とするということに関しては何ら矛盾す
る解釈は存しない。そこに大統領権限に対する司法権の可能性をみいだすことも当然可能と思われる。
Ⅲ．行政と司法の関係
１．司法権の限界の問題との対峙
　なにゆえ司法が民主的プロセスと一線を画してその役割を担っているかについて、民意に安易に
コントロールされその地位が不安定になることで中立公正な判断が困難になることを回避するとい
20 See Cass R. Sunstein, Reviewing Agency Inaction After Heckler v. Chaney, 52 U. Chi. L. Rev. 653 at 670 (1985).
21 See Cary & Christopher supra note 27 at 1594.
22 See Sunstein supra note 66 at 627-73. 
23 駒村圭吾「権力分立の諸相−アメリカにおける独立機関問題と抑制・均衡の法理」102頁、南窓社（2002）参照。
本書においては、権力分立に関して極めて詳細な検討がなされており、本稿では多くの示唆を得た。また、今日
における権力分立における諸問題についてほぼ20年前にすでに多くの指摘がなされていたことは、まさに実証
的であったと言わざるを得ない。
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う極めて納得のいく客観的理由が存する。また民主的コントロールが及び難いことによって裁判官
の恣意性や独善性が危惧され、それを一律に排除しようとするリアリズム法学の立場も見られた
が、ホームズをはじめとするプラグマティズム法学やそれを継承する批判法学の立場からは、裁判
官の本質的役割をより柔軟な解釈による適時的な法の実現という現代の社会的要請を重視する対応
に移行する傾向もみられる。また、裁判官がその本質的役割を遂行するプロセスにおいて生じるか
もしれない中立、公正の欠如に対する危惧については、審級制と終局裁判所としての連邦最高裁判
所の存在がその安全装置として機能し得る。
　ただその連邦最高裁の判断自体が問題とされうる可能性も大いに考えられる。そしてかような可
能性に由来する批判を回避するために、裁判所は自らの裁判権を直接行使することを回避する便法
を駆使することもある。いわゆる本案判決を行わず入り口で訴訟を終わらせるための手法の拠り所
として、当事者適格の原理やムートネス(mootness)の理論、訴訟の成熟性の理論が用意されてい
る24。かような理論に依拠し、政治的に配慮を要する問題については、深入りすることはしないが
裁判所の存在意義を失わない対応をすることも常に意識されなければならない。それが判例上の混
乱となってきたともいえよう。
　民主的プロセスになじまないことによって裁判所の役割自体に投げかけられる統治秩序における
違和感とそれに基づく批判が司法積極主義と司法消極主義の対立点において司法権の限界というよ
り根本的な問題として具体的に把握されるに至った25。三権分立における司法権の位置づけ如何に
よって、裁判所のレゾンデートルは大きく影響を受け、その判決自体の正当性と法的安定性にダイ
レクトにかかわる問題であるがゆえに、何よりも裁判所の立ち位置について常に厳しく監視され、
その権限の制限にもつながる問題であるとともに、特に終身にわたってその地位を保障されている26
連邦最高裁の裁判官にとっては法の番人としての矜持にもかかわる問題でもあり、無視できるもの
ではなかったといえよう。
　それらの事情を背景に、裁判所が三権において自らのレゾンデートルを確かなものとする必要か
ら示されて来た連邦最高裁判決理由の変遷から得られる印象はまさに今日においても釈然としない
ままである。特に政治的問題に関しては、我が国も同様であるが極めてデリケートで、判決におい
ては入り口の議論を中心にしたソフトランディングにとどまる傾向が強い。それを司法権の限界
として甘受すべきか、さらなる裁判所の役割の正統性を求め、権力分立の核心の問題に挑むべきか
については極めて困難な問題であろう。しかし、それがまた大統領の権限行使の問題に大きくかか
わっていることも確かである。
２．連邦裁判所の憲法上の位置づけ
　司法権に関する連邦憲法第３条１節においては、連邦最高裁判所に関して明確な規定がなされて
いない。条文の文脈において最高裁判所がその筆頭に挙げられているにすぎない。また連邦憲法制
24 松井茂記著『アメリカ憲法入門（第7版）』172頁以下参照。
25 より厳密には裁判の中立性と民主主義に関する議論として複数の対立点があげられている。例えば、大嶽秀介
「アメリカ司法と政治」では、連邦最高裁において問題になる基本的対立点として5つに分類されており、憲法
解釈における原意主義と生ける憲法の考え方の対立とも形容されている。225 ～ 226頁、成文堂（2016）参照。
また裁判官の公選制による高度の党派政治化に対する問題としてとらえられる。原口佳誠「アメリカにおける裁
判官公選制とデュー・プロセス」比較法研究45号3巻29頁以下参照。
26 Ｕ.S. Const. art.Ⅲ§1.
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定当時、連邦最高裁そのものが重要な機関として位置づけられていなかった27。そもそも司法権は、
具体的事件や争訟において事実を認定し、法を解釈・適用し、確定する作用であると定義される。
過去の判例においては、「現在あるいは過去の事実に基づきすでに既存と思われる法の下で法的責
任を精査し、宣言し、実現する28」ものであるという言及がホームズ裁判官によってなされている。
その意味で裁判所が審査する対象は当然違法性にかかわる事件全般にわたり、その守備範囲は極め
て広範であるとともに、その役割は単なる中立的審判にとどまらず社会的要請の実現をも包摂する
ものであるともいえる。ただしそこに問題をより複雑にする要因が存していることも確かである。
すなわち、裁判所が踏み込んだ審査・判断を行うことによって民主的プロセスの外で社会秩序に何
らかの影響を与えることになりかねないという懸念とそこから生じる統治システムにおける不具合
である。司法判断適合性(justiciability)の問題29のカテゴリーで、違憲立法審査のケースにおいて
法律自体が合憲か違憲かを終局的に判断するという点では裁判所の解釈は先例を基礎としながらも
まだ社会的要請の変遷に合わせた判断が可能であろう。
　行政における執行について法律または憲法上の適否を判断することについては、連邦憲法第
３条第２節第１項において連邦憲法や連邦制定法等上のあらゆる事件を対象としており、行政
機関の行為を争う場合にはデュー・プロセス上の保護を与えるべく市民訴訟の道が行政手続法
(Administrative Procedure Act)の下で保障されている。訴訟提起に際しては法律によって保護さ
れた利益の侵害を主張しなければならないとされるのは当然であるが、問題はそれが本案として裁
判所に取り上げられるに値することを立証しなければならないところにある。十分に主張の根拠が
あると認められれば、連邦最高裁は移送令状により自らその問題を審査することができる。しかし
刑事事件における人権問題とは違って、とかく政治的問題に関してはその機会は極めて狭い。そも
そも、人権問題にしても連邦最高裁の入り口をこじ開けるのは至難とされていることを考えれば、
政治問題に関してはどれほど困難を伴うかは判例に如実に表れている。
　連邦最高裁が安易に事件を取り上げるということは、連邦司法行政上当然考えられず、またすべ
きでないことは容易に理解できる。しかし、そもそも連邦憲法上認められている管轄権の範疇にお
いて、政治的問題だからという理由で簡単に門前払いされてしまうこともまたデュー・プロセスの
観点から大いに問題とされるところであり、その意味でも憲法上の重大な問題とされ得るところで
ある。憲法上の裁判所の権限自体が一体どこまで憲法上認められているのか、その関心について一
つの指針となりえるのが、大統領の罷免権に対する連邦最高裁のスタンスで、それについて以下で
みていくことにする。
27 大嶽秀介「アメリカ司法と政治」成文堂（2016）61頁参照。本書はアメリカ司法と政治との関係を歴史的に検証
し、今日に至るまでの極めて詳細な分析がなされており、本研究において多くの示唆を得ることができた。また、
司法府のそもそもの役割を憲法制定当時にまでさかのぼると、より直接的表現として、「・・・権力分立制をとっ
ている政府にあっては、司法部は、その機能の性格上、憲法の認める政治的権利にとって最も危険の少ないもの
である・・・」というハミルトンの言及が象徴的で、よく引用されるところである。A・ハミルトン=J・ジェイ
=J・マディソン、齋藤眞=武則忠見訳「ザ・フェデラリスト」−第78篇司法部の機能と判事の任期−、377頁　
福村出版(1993年)参照。また阿部竹松「アメリカ合衆国憲法−統治機構−」228頁　有信堂(2002年)参照。　
28 See Prentis v. Atlantic Coast Line Co., 211 U.S. 210 at 226 (1908).
29 松井前掲24）172頁参照。
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Ⅳ．連邦最高裁判所のスタンス 
　執行機関で行政の長たる大統領の権限行使について最高裁判所が判断を行う場合、これまで触れ
てきたごとく権力分立において裁判所がどこまで踏み込んで判断ができるかについて、チェック・
アンド・バランスによって各権力の適切な関係を維持することが原理・原則上厳格に要請される。
当然権力分立システムの健全な機能を担保しつつ、最高裁判所が法的判断を行う際に、法解釈技術
上どこまで踏み込んでことの適否を宣言し得るかは、訴訟運営の観点からも重大な問題とされる。
極めてデリケートな問題であるがゆえに連邦最高裁のスタンスにも混乱が見られる。法の番人たる
裁判所が法解釈上の混乱を生ぜしめることについては、裁判官の選任に関する政治的ファクターを
無視することができないのがアメリカにおける最高裁判所の事情30であるが、公正中立性を大前提
としつつ裁判所自体の正統性を失うことなく当為の判断に説得力を持たせるという作業はまさに問
題が行政権の長たる大統領の権限にかかわるだけに慎重にならざるを得ない。慎重に検討した結果
として、先例との整合性が十分とれないかもしれないが、その時々の最高裁のメンバー構成によっ
て導き出された判断はまさに問題の重大性と困難を示唆していることは明らかである。それを混乱
と表現しつつ、連邦最高裁の行政に対する位置づけの核心を見極めるうえでこれまでの判例の流れ
を概観しておく必要がある。
1．大統領の罷免権の法的意義
　大統領が政策を実現するうえで体系的組織・機関を構築し、それを機能させるための指揮系統を掌
握することが極めて重要になってくる。大統領の執行権がどれほど強力なものになりえるかはこれに
かかっているといっても過言ではない。執行権の行使は大統領の裁量31によるところが大きいが、そ
の裁量の最たるものが罷免権であるともいえる。大統領の裁量を是としそれに基づく命令に忠実では
ない行政官を有無を言わさず罷免することによって大統領の権限自体が担保される。ただ大統領にい
くら権限が集中しているとはいえ、権力分立のシステムにおいてはそれが絶対的なもので他の権力と
のバランスを著しく欠くことも許されない。その点に配慮しつつ、連邦最高裁がいかなる論理展開を
してきたかを見ることは、今日に至る判例上の混乱を概観するうえでの一つの指針となる。
　⑴　大統領の広範な罷免権の根拠としてのTake Care Clause
　大統領の責務を規定するTake Care Clauseを大統領の指揮系統を担保する憲法上の根拠として
解釈することについては、誠実な法の執行の前提として、直接法を執行する行政官に対して大統領
が統制力を持つ必要があるという考え方がその根底に存している32。これについて、一方で大統領
の強大な権限のカテゴリーにその権限の具体的行使たる罷免権を位置づけることの必要性と、他方
それに対して統治システム上立法府たる議会が制定法によりその権限を制限することの必要性との
バランスが問題とされた判例とされるのが、Myers v. United States33であるとされる。
  この事件では、議会の承認なしに大統領が罷免権を行使することを禁じた制定法に反して大統領
がその権限を行使したことについてその適否が問題とされた。すなわち、ウィルソン大統領は制定
30 例えばブッシュ対ゴア事件(Bush v. Gore, 531 U.S. 98 (2000))のように連邦最高裁における事件の決着の要因と
して裁判官の党派性があげられていることはよく知られている。なお大嶽前掲註27、287頁以下参照。
31 拙稿、前掲註2、69頁以下参照。
32 See Shurtleff v. United States, 189 U.S. 311 at 317(1903).
33 272 U.S. 52 (1926).
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法に反し上院の承認なしにポートランドの第１級郵便局長Myersを罷免したことについて、Myers
が遡及して賃金を支払うよう求めて訴訟を提起したケースである34。これに対して政府側は、制定
法にかかわらず上院の承認なしに大統領がMyersを罷免する権限を有していると主張して争った35。
　連邦最高裁のTaft長官は法廷意見で政府側の主張を認め、大統領の法の誠実な執行の監督義務
を規定するTake Care Clauseは大統領が法を直接執行する官吏を罷免する権限を有していること
を示唆しているとする見解を述べた36。そしてその権限が極めて強力であるとした37。連邦憲法第
２条は行政権について規定されているが、その第１節第１項は執行権を大統領に与えるとするシン
プルな表現であることで、大統領の執行権が極めて広範でかつ独占的なものであるとストレートに
解釈できるのが他の二権とは異なるところであり、それゆえ大統領の権限に対する裁判所の解釈も
また慎重であることが求められることになる。そしてこの規定に関してその趣旨を制定時まで遡っ
て解釈するいわゆる原意主義的解釈38がどこまで必要とされるかについて争いはあるものの、Taft
長官はこの権利条項(vesting clause)によって授権された大統領の権限を、コモンロー (common 
law)がかつて国王に与えたり、アメリカ植民地同盟が旧議会に与えたりしたのと同様の権限である
とした39。さらに、大統領の権限行使については南北戦争後の南部再建におけるアンドリュー・
ジョンソン大統領の強権発動まで引き合いに出して、その権限の強大さを強調した40。
　連邦最高裁の法廷意見はTake Care Clauseを直接の根拠として、それをいわゆるハンマー条項
と位置づけ、行政権の行使について包括的な責任をゆだねられた大統領がその責任を果たすうえ
で、従属する官僚をはじめとする行政官をコントロールする具体的な権限を担保するものであると
した。この条項が極めて包括的表現であることから、より具体的に何らかの制定法に基づいて権限
が行使されれば問題はない。そしてそうではない場合であっても、そもそも大統領は法律の執行に
おいて自らの命令・指揮に実際に従う行政官を選任することができ、その反射的効果として自らが
選任した行政官を罷免することも当然認められ、その罷免について制定法が欠けていても、大統領
の責任を全うするうえで必要な権限とされなければならない41という論理展開がなされた。
　さらにこの法廷意見でTaftは、大統領のTake Care Clauseの責任を全うできる大前提として、
大統領の義務の履行を代理する部下たる役人がいなければならないのであって、その役人を通して
のみ大統領は義務を履行できるとした42。そして具体的な事例として外交について以下のような説
明を行った。すなわち、大統領はその裁量において何が国益となるかを判断・決定しそれを実務的
レベルで実現しようとするが、その際それを担当するスタッフは大統領の命令に従わなければ罷
免されてしかるべしという事情の下で仕事にあたるとしたのである43。ただし大統領の配下にある
34 See id. at 106.
35 See id. at 108.
36 See id. at 110.
37 See id.
38 拙稿、「憲法上の権利として承認され得る条件に関する予備的考察」専修大学緑鳳学会紀要『専修総合科学研究』
第18号101頁以下（2010.10）
39 See 272 U.S. 52 at 110-118.
40 See id.
41 See id. at 117.
42 See id. at 133.
43 See id. at 134.
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役人といっても、実際に大統領の命を受けてそれを政治レベルで実務的に遂行する役人と、単純に
一般的な行政実務に携わる役人との違いが存し、前者については罷免を是とすることができても後
者に対しても同様に罷免が可能か否かという問題が提起される可能性がある44。そこでTaft長官
はより踏み込んで、連邦憲法第2条の大統領に対する包括的行政権の授権が、大統領を頂点とする
中央集権体制において行政官の組織が構成され大統領は制定法によって適切に任命された行政官が
各々その任務を遂行するというシステムにおいて、それら行政官たる公務員を適切に指揮・監督す
る義務を大統領に課していると解し、それゆえ大統領は自らの命令に従わない役人を罷免するにと
どまらず、怠慢や無能を理由に役人を罷免する権限を持たなければならないとした45。
　ところで、大統領といえども議会によって制定された法律には従わなければならない。一連の判
断を特定の役人の判断にゆだねたり、法目的上役人の身分を保障したりする必要がある場合、制定
法上大統領による罷免を制限することができる。しかしTaft長官は、このような場合であっても
以下のような場合には大統領による罷免が可能であるとした。すなわち、特定の行政官に制定法に
よって裁量権が授権され大統領による罷免が制限されていたとしても、その裁量権が総合的に見て
聡明かつ懸命に行使されていないと判断される場合にはその限りではない。いかなる場合であって
も罷免権が認められていなければ、大統領の法律が誠実に執行されていることを監督する憲法上の
義務を全うすることができない。従って憲法上大統領に行政権が付与されていること自体が大統領
に広範な罷免権を付与しているにほかならないとしたのである46。
　この立場はまさにアメリカ憲法制定時において広範な大統領の任免権を認めたという歴史的背景
に忠実な判決ということができるであろう47。
　⑵　罷免権の制限
　任免権が大統領の専権事項として理解されるということについてはまた、独立行政機関の権力分
立におけるレゾンデートルの問題として議論される。その機関が設けられた背景・意義が上に見た
大統領の広範な罷免権を正当化する理屈と整合性を持ち得るか否かは、行政における大統領の権限
の問題にとどまらず権力分立という原理的側面においても問題とされる。そもそも行政の肥大化
は、行政機関自体の機能の多様化を伴うもので、純粋な行政作用にとどまらず社会的要請に応じて
準立法作用や準司法作用の機能を併せ持つことが不可避である。形式的には行政機関であっても実
質はその本来の作用の範疇に収まらない。ただしその存在が正当化されるためには、その機関の中
立性、専門性、裁判類似性の要件を満たす必要がある48。そしてそれゆえ大統領の権限の及ぶ範囲
から独立した位置にあるべきと解される。
　かような事情の下で、形式的に行政機関として位置づけられる連邦取引委員会の委員の大統領
による罷免が問題となったのがHumphrey’s Executor v. United States49である。この事件は、連
邦取引委員会のコミッショナーに対する罷免権の行使についてその機関の性質上制定法に規定され
44 See id.
45 See id. at 135.
46 See id.
47 駒村圭吾,「アメリカにおける独立行政機関と権力分立−中央銀行の独立性の理論的基礎に向けて−」，白鴎法学
第16号32頁（2000）参照。
48 駒村、同36頁参照。
49 295 U.S,602 (1935).
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たケースに限定されるべきことを宣言したという意味で、Myers事件判決において示されたTake 
Care Clauseの広範な守備範囲を制限した。すなわち連邦議会が制定法によってこの委員会を準
司法的、準立法的機関として設立したという事実を基礎に、行政機関といえどもその役割上、中
立性、専門性を担保する必要があり、大統領の干渉から独立していなければならないとし、Take 
Care Clauseに直接言及することなしに、その機関の性格から大統領の権限を制限した50。権力分
立における各権力のバランスにおいて、大統領の権限行使の独走を形式要件と実質要件の比較衡量
によって理論に客観性を持たせたうえでそれを制限したという意味では注目すべきケースであろう。
　上のケースに次いで大統領の権限を制限したのが、Wiener v. United States51である。この事件
においては、戦災補償請求委員会(War Claims Commission)の解散前に当時のアイゼンハワー大
統領が自らの選好によって委員を交代させる目的でWienerら３名の委員を罷免したことについて
の適否が争われた。ここでは、Take Care Clauseの及ぶ範囲が純粋に行政機能に及ぶものとして
大統領の執行権を限定し、準司法的機能にまで及ぶものではないとする見解を示した52。
　⑶　罷免権の復権
　いったん大統領の罷免権に対する制限が定着するかに見えたが、Morrison v. Olson53において形
勢は一機に逆転した。上に見たケースでは行政機能と準司法機能、立法機能をそれぞれ実質的に区
別することによって大統領の執行権を機械的に制限するものであった。それに対して、独立弁護士
(independent counsels)を罷免する大統領の権限行使について、連邦最高裁は、議会が制定法にお
いて“正当な理由(good cause)”がある場合には大統領の執行権を制限することについて認めた
ものの、“正当な理由”自体を限定し、制定法の制限を実質的に骨抜きにする理論を展開した。す
なわち、いかなる連邦の役人（行政官）も制定法の命令を遂行するために法解釈を行うもので、そ
れは行政機能のカテゴリーに入るものである54。制定法による制限は大統領から罷免権を完全に取
り上げるものではない。法の誠実な執行を大統領が確実にする具体的な手段自体が存在しないこ
と、さらに大統領が任命する司法長官が適切な根拠のもと独立弁護士を解任することができること
等から、制定法の罷免権の制限は“正当な理由”がある場合に限られる55としたのである。また、
連邦最高裁は“正当な理由”については詳細に言及することなく、制定法により大統領の罷免権を
全面的に制限することは議会が大統領の職務遂行を妨害することにもつながり得る56とまで述べ
たのである。
　Take Care Clauseに基づいて大統領の権限行使を正当化するとともにその権限拡大を確実にし
たのが、Free Enterprise Fund v. Public Accounting Oversight Board57であるとされる58。この
事件においては“正当な理由”に基づく二重の罷免権の行使に関して問題とされた。何をもって
50 See id. at 624.
51 357 U.S. 349 (1958).
52 See id. at 352.
53 487 U.S. 654 (1988).
54 See id. at 689.
55 See id. at 690.
56 See id. at 692.
57 561 U.S. 477 (2010).
58 See J.Goldsmith & J.F.Manning, The Protean Take Care Clause,  164 Univ. of Penn. L. Rev. 1835 at 1842 (2016).
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行政機関とするのかという根本的な問題をベースに、公開企業会計監視委員会(Public Company 
Accounting Oversight Board＝PCAOB)の委員の罷免権の行使の理由とそれに基づく行使者に関
して争われた。このPCAOBはサーベンス・オックスリー法(Sarbanes-Oxley Act)59に基づいて設
立された独立組織で、証券取引委員会(Securities and Exchange Commission＝SEC)の監督下に
置かれ、“正当な理由”に基づく場合にのみSECがその委員を罷免することができる60とされた。
規則制定、その強制、さらに裁定に関して権限が与えられたSECは、権力分立上形式的に行政機
関に位置付けられる。しかしその機能はまさに、行政作用にとどまらず、準立法作用、準司法作用
すべてにわたる。単純に行政作用のみではないというくくりでその罷免権を認め得るという先例は
すでに覆され、それゆえ問題は複雑かつ混沌としたものになった。
　SECが怠慢や不適切な遂行等の人的要件でPCAOBの委員を罷免することは制定法上認められて
いる。これはまさに法を誠実に執行しない委員の“正当な理由”に基づく罷免にあたる。ところ
で、大統領はTake Care Clauseに基づいて法の誠実な執行を監督する行政上の責任を負うが、か
といって大統領がPCAOBの委員が不誠実なので罷免したいと思っても、SECがそう判断しなけれ
ばその委員を辞めさせることはできない。また、委員の誠実さは、大統領の命令に忠実に従うか否
かというレベルで判断されることもあり、その結果として大統領が罷免することもまた彼の政策実
現というカテゴリーの中では“正当な理由”とされ得る。しかしその判断をSECに強制すること
はできない。ということは、結局憲法上Take Care Clauseにおいて課された大統領の義務を遂行
することができないということになり、その権限行使を担保する根拠となっている条項の趣旨にも
矛盾することになる61。
　連邦最高裁の見解は、結果として権力分立の秩序において法の誠実な執行を監督する行政の長と
しての大統領の憲法上の義務をいかに担保し得るかという観点から、本来的な権力分立における三
権の相互の関係に潜在するジレンマにおいて、表面的にその中立性を維持しつつも、当時の連邦最
高裁を構成するメンバーによる政治的配慮が否定できないものであったという印象はぬぐいきれな
いようにも思われる。
２．権力分立における連邦最高裁の立場
　裁判所が大統領の罷免権について審査する権限が全くないとすれば、上でみた解釈技術を駆使し
た判断は当然必要ない。しかし、それは権力分立における行政作用や立法作用に比べ司法作用が極
めて限定され、その判断の対象が狭まり、その結果として法の番人としての立場にも少なからぬ影
響を及ぼしかねないことにつながることも容易に想像できるであろう。何らかの形で政治的配慮が
求められたとしても、自らの本分を見失うような姿勢を明らかにとるほど裁判所は愚かではない。
権力分立における裁判所の地位を守ろうとするうえで他の権限との拮抗する領域にいかなる線引き
をするかは、連邦司法における極めて重要かつ困難な問題であることも容易に理解できるであろう。
　そして、連邦最高裁は大統領の執行権に関する事件を審査するための根拠としてTake Care 
Clauseに繰り返し依拠し、その判断を行ってきた。連邦最高裁の構成メンバーの違いによって、
その解釈に基づく論理展開と結論を異にしてきたことは上にみたとおりであるが、いずれにせよ裁
59 Public Company Accounting Reform and Investor Protection Act of 2002, Pub. L. No. 107-24.
60 15 U.S.C.§7217(d)(3)(2012).
61 See 561 U.S. 477 at 484.
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判所の審査の射程としてそれらを扱う上で重要となるのが連邦憲法第３条に関する事件の“当事者
適格(standing)”の問題である。原告としてあるいは被告として連邦憲法第３条に基づき連邦裁判
所が扱う事件として訴えの利益が存するか否かによって、当然裁判所としてのかかわり方が大きく
違ってくる。それゆえ、裁判所自体のレゾンデートルとも緊密に関係しているといえるのが当事者
適格の原理(standing doctrine)の問題である62。以下ではそれについて概観する。
　⑴　連邦最高裁所における当事者適格の意義
　近年になってとみに連邦最高裁は司法の役割についての解釈において慎重な姿勢を見せていると
いう指摘63がなされる。しかしそうかといって取り立てて斬新的な切り口で自らの役割を主張して
いるわけではない。特に政治に対して一定の配慮をしなければならない裁判所にとって、行政と司
法の吃水域にあると思われる事件について、その領分を正当に主張できるか否かは司法行政上も極
めて重要である。大統領の罷免権に関する司法審査においてTake Care Clauseが大きなよりどこ
ろとなることは先に見た通りであるが、そもそも審査をしなければならなくなったときに頼りにな
るのがその条項であり、審査自体に至らなければそこまでの負担を回避することができる。まさに
訴訟の入り口でどのような交通整理ができるかである。
　その意味で、いわゆる司法判断の適否を判断するうえでの中心的クライテリアとなるのが当事者
適格、特に原告適格である。すなわち、連邦裁判所に訴訟を提起し救済を得ようとする場合、原告
は具体的に現実の権利侵害を主張しなければならず、申し立てた権利侵害により生じた不利益と被
告の行為との因果関係の存在を示し、救済を求めた合理的な蓋然性が申し立てた不利益を改善・補
償する等矯正的効果を生ぜしめるものであることを立証し、原告の個人的利益が存することを明
らかにしなければならない。まさに、事件・争訟性に関する基本的かつ中心的要件にほかならな
い64。
　ただ、訴訟要件として常識的でかつ司法原理を構成するものであるだけに、この要件に依拠すれ
ば連邦裁判所の判断は適切な役割を果たしたに過ぎないことを疎明することになるという、ともす
ると直感的な根拠は、論理的整合性をどこまで担保し得るかという点で批判的にとらえられる65こ
ともある。しかしこれはまた民主的プロセスという側面でそのコントロールが及び難い司法権に対
する憲法上必要とされる安全装置としても位置付けられ得ると解釈することもできるであろう。さ
らに政治的配慮のための自己抑制66と権力分立における地位・権限の自己保存という双方のより困
難な課題を満足させるうえで極めて実効性を有していることも否定できない。
　⑵　司法と行政の間の線引き
　連邦裁判所が行政に対していかなる判断を下すことができるかについては、当然三権分立制にお
ける自らの守備範囲を見極め、他の権力とのバランスをいかに維持していくべきかという極めて困
難な問題を常に伴うことは繰り返し述べてきた通りである。訴訟社会といわれる中での裁判所の負
担の激増という現実に直面している状況において、行政の肥大化に伴う事案の増加というさらなる
62 See J.Goldsmith & J.F.Manning, The Protean Take Care Clause,  164 Univ. of Penn. L. Rev. 1835 at 1844 (2016).
63 See id.
64 See id.
65 See id.
66 松井茂樹「アメリカ憲法入門第７版」172頁参照。
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裁判所の負担にどう向き合うかはまさに司法行政における困難な問題以外のなにものでもない。こ
の問題の突破口として連邦最高裁が依拠してきたのがTake Care Clauseで、その指導的ケースと
なったのがAllen v. Wright67であるとされる68。
  この事件ではアフリカ系アメリカ人の学童の両親の申立を訴えの利益がないとして斥けた。公
立学校においては人種に基づいた入学制限は当然禁止されているが、私立学校に関してはこの限
りではない。このような私立学校に対して税制上の優遇の適用が一部除外されているが、国税庁
(Internal Revenue Service=IRS)がこれを行わなかったというというのが申立の主旨である。申立
てた両親は差別を行っている私立学校に出願することはせず公立学校に子供を入学させた。両親は
以下のように主張した。すなわち、国税庁が私立学校に対して人種差別を理由に税制優遇の適用除
外の上で納税を強制しなかったことについて、①それが公正・平等を大前提とする公的機関たる国
税庁の信頼を失墜させ、②その私立学校に通う白人の学童の授業料の負担を軽減することになり、
その結果国税庁は人種差別の撤廃に多大な支障を与えているとして、国税法、市民権法、連邦憲法
第5条及び第14修正に基づいた主張を行った69。
　連邦最高裁は以下の理由で訴えの利益なしとして申立を斥けた。①の主張については、それを申
立人に対する侵害行為とするには抽象的で、具体的かつ個別的特徴を有する侵害の要件を充足して
いない。②については、申立人の主張が国税庁の対応は私立学校に対する政策及び私立学校の運営
に影響を及ぼすとするものであるが、それは単なる推測に過ぎずない。従って申立人の主張はいず
れもその訴えの利益の根拠となりえないとした70。
　表面的には、利益侵害の具体性に欠けていること、特に申立人の子供が当該私立学校に入学を希
望しその結果として不利益を被ったというような具体的な事実が存しないという直接的な理由によ
り訴えの利益が認められなかったように見える。しかしかような理由で申立を斥けた背景には、連
符最高裁が抱くより根深い懸念が存していたからだという指摘71がなされる。すなわち連邦最高裁
は、この事件において訴えの利益を認めてしまうと、それ以降の事件において、政府の法律違反に
ついてではなく政府当局が法的義務を実現・遂行するために執る特別な政策に対して異議を申し立
てる道を広く認めることになってしまうのではないかという懸念であった72。
　まさにこの懸念は、権力分立にかかわり、特に政府当局の法的義務の遂行という点でTake Care 
Clauseにかかわる問題としての連邦最高裁の認識であった。それは連邦最高裁の以下の言及から
知ることができる。すなわち、政府当局がその自らの業務を組み立てる自由を有さなければならな
いという原理は、権力分立の思想に基づくものである。それゆえ、訴えの利益を主張するにあたっ
て申立側の弁護士は、直接的には当局の特別な法的義務の遂行に関してその違法性を争いながら
も、結果として義務を履行するために行政部によって組織された行政機関の再構築を求めて訴えを
提起することになる。これは連邦憲法のTake Care Clauseに抵触する問題で、それ自体行政部門
に帰属する。従って、権力分立の構造上の問題に抵触する案件について訴えの利益を認めることは
67 468 U.S. 737 (1984).
68 See J.Goldsmith & J.F.Manning, supra note 62 at 1844.
69 468 U.S. at 745.
70 See id. at 756-61.
71 See J.Goldsmith & J.F.Manning, supra note 62 at 1844.
72 See 468 U.S. 737 at 745-53.
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できないというものであった73。
　連邦最高裁の権利侵害とその因果関係についての判断は、厳格な解釈に見えるが、それは権力分
立において司法部門と行政部門との権限行使の干渉を回避し、その秩序を維持するためすなわち法
の支配を維持するためのろ過装置として機能するべくなされた判断であるという指摘もなされてい
る74。
　連邦最高裁がさらにこのTake Care Clauseの解釈に関する問題について踏み込んだ見解を示し
たのが、Lujan v. Defenders of Wildlife75である。すなわち連邦最高裁は、Take Care Clauseが連
邦裁判所において擁護される訴訟の権利を議会が制定法によって創設する権限を制限するという見
解を示した。一見すると議会の立法権限に対する裁判所の干渉ととらえられかねないが、そこには
裁判所のスタンスとしての司法積極主義と司法消極主義との対立のはざま76で連邦最高裁の判事
の構成に左右されつつ示されてきた判断の変遷が存してきた。この事件はその節目として象徴的な
ものといえるのかもしれない。
　この事件の概要は以下の通りである。絶滅危惧種法(Endangered Species Act=ESA)が誰で
も違法性を争って訴訟を提起することができる旨を規定しており、それに基づいてDefenders of 
Wildlifeのメンバー２名が訴訟を提起した。しかし彼らの主張は権利の侵害を具体的に立証するレ
ベルではなく原告適格を欠くと判断した77。ここにおいては、単に制定法により訴訟を提起する権
利が与えられているので原告適格があるという判断を行うこと自体が問題であるとされた。すなわ
ち、制定法が形式的に原告適格を広く認めているとしても、権利の侵害の立証について必要最小限
の要件を充足しない場合には原告適格を認めるべきではない78。もしこのようなケースにおいて原
告適格を認めれば、それ自体が憲法違反になる79と連邦最高裁は判示した。
　議会が制定法によって個人に訴訟提起の原告適格を与えることによって、行政府の法に従った
責任の遂行という公共の利益の実現について、その適否を裁判所に判断させることは、本来Take 
Care Clauseによって大統領に課された義務を裁判所の義務に移行することを許すことになる。こ
れは議会の承認の下で、裁判所が政府の英知とそれに基づく健全な行為を継続して監視することを
可能にすることでもあり、また立法府たる議会が大統領の義務の履行に介入することを事実上認め
ることにもなる80。連邦裁判所自身がこのような論理を構成することは、まさに権力分立における
チェック・アンド・バランスという秩序維持への配慮という建前の下で大統領の権限行使に最大限
の配慮をするという政治的意思の表れととることも可能であろう。
　連邦最高裁は当事者適格の法理が連邦憲法第２条からではなく第３条から導き出されることにつ
いてこの事件判決以降の判決81において明確にしている。裁判所は自らが権力分立の原則に基づ
く統治機関の一つとしての法の番人としての存在意義を有することを確認しつつ、その立ち位置に
73 See id. at 761.
74 See J.Goldsmith & J.F.Manning, supra note 62 at 1845.
75 504 U.S. 555 (1992).
76 各々の主義の基本的対立点については、大沢秀介「アメリカの司法政治」225頁以下参照。
77 See 504 U.S. 555 at 578.
78 See id. at 571-72.
79 See id. at 577.
80 See id.
81 See e.g. Vt. Agency of Nat. Res. V. United States ex. Rel. Stevens, 529 U.S. 765 at 778 (2000).
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ついて、純粋に個別具体的な権利・利益に関する紛争の解決を求める者に対する存在としては当然
肯定的であるが、政府の行為についてその適法性の判断にとどまらずその行為に合法性を求めるた
めに司法に訴える者に対しては極めて慎重かつ厳しい対応で臨んでいるという指摘82がなされる。
かような者は、裁判所にとっては、排他的な大統領の権限の下で政府の法の忠実な執行が担保され
ている領域に土足で踏み込んでいる者として認識されえるという指摘83もなされている。
５．結び
　立法権を有する議会といえども責任を果たそうとしている行政に対してその遂行の障害となるよ
うな立法は許されないということについては、行政の責任の遂行が適法であることが前提となる。
そしてその適法性を判断するのが裁判所ということになるのだが、そこにもまた権力分立における
権限領域に関するジレンマが存している。その意味で権力分立における三竦の呪縛に陥らないよう
自らの土俵での判断を適法に回避する弁法として当事者適格の原理に依拠するという道具立てを定
着させることの意義を見出すことができよう。
　しかし、三権が常に均衡のとれた関係で統治システムにおいて各々の役割を果たすという理想の
下で、裁判所が客観かつ中立的判断を下し得るかという基本的な問いに対しては、上に見たように
そこに必ずしも絶対肯定という見解を見出すことはできない。権力分立のシステム自体が国民主権
に基づく民主政治への移行のプロセスにおいて正当化され、そのシステムが制度の移行以前に比べ
近代の民主国家の発展に大きく寄与し、基本的人権の目覚ましい保障を実現してきたとしても、だ
からといって完全なシステムであるということはできない。むしろ、代表民主制において国家の
リーダーが権謀術策によって歩むべき道の方向を誤った事例を経験している。それゆえに、権力分
立のシステム自体に権力間の力学的バランスに負の影響を与えるリスクが内在していることは、司
法と行政の関係にも容易に見出せる。
　何のために権力分立における力学的バランスに配慮しなければならないのか、そしてそのために
各権力間でいかなる配慮がなされているのかについて考える場合、何に重点を置くのかという関心
において、特に行政に対する裁判所の配慮が、結果として人権保障という権力分立における根本的
目的の実現に資することを目論んだがゆえの弁法だという希望的観測に基づくものであるとどこま
で言えるのかということについては極めて困難な作業を伴う。
　本稿においては、その分析作業の断片として、大統領の罷免権に対する連邦最高裁判所のスタン
スについて若干の考察を行うにとどまった。しかもこの考察は、裁判所が門前の事件を実際どう扱
うのかという点にとどまるものであり、その門前に至るプロセスや門前において裁判所が判断する
うえでのクライテリアである制定法とその立法権限を有する議会の地位、さらに大統領の権限自体
とその適法性を担保する議会の位置づけ等より有機的な分析が必要であることは否めない。さら
に、連邦最高裁の判例の変遷の中にこれらの分析の糸口を求めつつ、判例自体に混乱が生じてはい
なかったという実際的側面にもアクセスしていく必要がある。これらの課題については別稿におい
て検討を行う予定である。
82 See J.Goldsmith & J.F.Manning, supra note 63 at 1847.
83 See id.
